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核融合炉液体ブランケットシステムにおける長寿命トリチウム透過防止界面として、自己修復性を有する機

能性界面構造の基礎的検討を行った。金属イットリウム及びジルコニウム基盤上に形成される酸化被膜の機

能性被覆としての性能を、高温大気環境下酸化試験や液体金属鉛浸漬試験等により明らかにした。 
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 1. 緒言 核融合炉の液体ブランケットシ

ステムのトリチウム(T)移行対策としてセ

ラミクスコーティング型 T 透過防止バリ

アが開発されてきた。しかし、共存性が課

題であり、液体金属環境下において長期間

使用することは困難である。本研究の目的

は、長寿命のトリチウム移行制御界面とし

て運転時自己修復性を備えた機能分担型

界面構造を開発する事である。図 1 にその

構造の一例を示す。熱交換器伝熱管表面

に、イットリウム(Y)やジルコニウム(Zr)を
ライニングし、その表面に熱力学的に安定

な酸化被膜層を形成させる構造である。こ

の時、最表面の酸化被膜層が水素透過防止膜や耐食層として機能を分担し、

その下のライニング層は酸化物層破壊時に新たな酸化被膜層を形成する事で

構造を再生する機能を分担する。本研究では、Y と Zr の金属基板が形成する

酸化被膜層について、核融合炉ブランケットの機能性被覆としての性能を、

高温条件酸化試験や液体金属浸漬試験等により評価した。 

2. 実験条件 Y と Zr の金属基板の酸化特性を明らかにするために、773K の

大気環境化で 300 時間から 1000 時間の酸化試験を実施した。。次に、同様の

プロセスで形成した ZrO2/Zr 試験片の液体金属鉛浸漬試験(698-873K, 458hour)
を実施した。この時、液体金属環境下における酸化被膜の成長や破壊の挙動

を電気化学インピーダンス法によりオンラインで評価した[1]。ZrO2/Zr の T 透

過防止性能試験は NIFS の水素透過試験装置を用いて実施する計画である。 

3. 実験結果 酸化試験後の Yと Zr 試験片の断面光学顕微鏡観察の結果の一例

を図 1 に示す。Y 表面上には約 90μm の厚さでクラックを多数有する酸化被

膜が形成されており、一方で Zr 上には約 10μm の厚さの緻密な組織の酸化被

膜が形成されていた。これらから、表面の酸化速度は Y の方が大きいが、酸

化被膜の安定性としては ZrO2/Zr の方が優れているといえる。ZrO2/Zr の鉛環

境下浸漬試験については、浸漬中の電気化学インピーダンス(EIS)計測の結果

と浸漬後の材料組織観察の結果から, 周方向のクラックが浸漬直後に多数発

生するものの、優れた安定性を有する事が示唆された。 

4. 結論 自己修復性を備える機能分担型界面構造の酸化特性と液体金属環境下における安定性について試験

を実施した。組織観察や EIS 計測により ZrO2/Zr が優れた特性を有している事を明らかにした。 
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図 1 機能分担型界面構造の一例 

図 2 大気環境下(773K)の
酸化試験の結果,  

(a) Y2O3/Y (357 hr),  
(b) ZrO2/Zr (268hr) 
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